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令和５年度和泊町一般会計予算 

 

令和５年度和泊町一般会計の予算は，次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ6,350,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項，期間及

び限度額は，｢第２表債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的，限度額，起債の方法，

利率及び償還の方法は，「第３表地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は，700,000千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場

合は，次のとおりと定める。 

各項に計上した報酬，給料，職員手当及び共済費（報酬に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を

生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

 

 

令和５年３月７日提出 

 

鹿児島県和泊町長    前 登志朗 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 















第２表 （単位：千円）

事　　　項 期　　　間 限　度　額

介護予防拠点施設にゃーとぅ指定管理委託料 令和６年度から令和９年度まで 4,800

介護予防拠点施設ガジュマル指定管理委託料 令和６年度から令和９年度まで 4,800

和泊町研修センター指定管理委託料 令和６年度から令和９年度まで 59,825

地域活性化企業人派遣に係る負担金 令和６年度 5,600

債　務　負　担　行　為
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第３表

(単位：千円)

起     債     の     目     的 限度額 起債の方法 利    率 償  還  の  方  法

臨時財政対策債 19,300

集落リーダー育成事業債 23,400

航路航空路運賃軽減等事業債 21,700

奄美群島広域事務組合事業債（負担金） 7,600

地域公共交通特別対策事業債 35,500

し尿処理前処理施設建設事業債 50,800

沖永良部衛生管理組合設備整備事業債 22,200

県営農地整備事業債（担い手育成型） 7,200

県営農地整備事業債（担い手支援型） 21,000

基幹水利施設整備事業債 4,700

農村地域防災減災事業債 16,100

町単独工事債 11,600

土地改良区負担金債 12,900

社会資本整備総合交付金事業債（道路） 40,500

過疎道路整備事業債 26,000

辺地道路整備事業債 20,000

交通安全対策事業債 6,700

港湾施設整備事業債（県事業負担金） 12,100

港湾改修（離島・統合補助）事業債 5,400

公営住宅ストック総合改善事業債 27,600

空き家対策総合支援事業債 5,000

空き家活用促進事業 3,200

社会資本整備総合交付金事業債（都市公園） 20,000

消防自動車整備事業債 43,500

合                        計 464,000

地 方 債

証書借入又は
証券発行

年5.0％以内(ただ
し，利率見直し方
式で借り入れる資
金について，利率
の見直しを行った
後においては，当
該見直し後の利率)

  政府資金については，その融資条件により，銀行そ
の他の場合には，その債権者と協定するものとする。
ただし，町財政の都合により据置期間及び償還期限を
短縮し，又は繰上償還若しくは低利に借換えすること
ができる。
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令和5年度和泊町一般会計予算事項別明細書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







歳　　入 歳　　出

頁 頁

１ 町 税 1 １ 議 会 費 1

２ 地 方 譲 与 税 2 ２ 総 務 費 2

３ 利 子 割 交 付 金 2 ３ 民 生 費 25

４ 配 当 割 交 付 金 2 ４ 衛 生 費 43

５ 株式等譲渡所得割交付金 3 ５ 農 林 水 産 業 費 53

６ 法 人 事 業 税 交 付 金 3 ６ 商 工 費 69

７ 地 方 消 費 税 交 付 金 3 ７ 土 木 費 75

８ 環 境 性 能 割 交 付 金 3 ８ 消 防 費 86

９ 地 方 特 例 交 付 金 3 ９ 教 育 費 88

１０ 地 方 交 付 税 4 １０ 災 害 復 旧 費 120

１１ 交通安全対策特別交付金 4 １１ 公 債 費 121

１２ 分 担 金 及 び 負 担 金 4 １２ 諸 支 出 金 121

１３ 使 用 料 及 び 手 数 料 5 １３ 予 備 費 122

１４ 国 庫 支 出 金 7

１５ 県 支 出 金 9

１６ 財 産 収 入 13

１７ 寄 附 金 14

１８ 繰 入 金 14

１９ 繰 越 金 14

２０ 諸 収 入 15

２１ 町 債 17

目　　　　　　次

款 款
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歳       出 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 























































































































































































































































 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算事項別明細書以外の予算説明書 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



期末手当年間 地　域 寒冷地 その他

支給率(月分) 手  当 手  当 の手当

長   等 2 14,099 （3.3)　 4,941 0 19,040 3,648 22,688

議   員 12 30,899 (3.3)　10,386 0 41,285 9,706 50,991
その他
特別職 508 35,373 5,988 (3.3)   2,059 24 43,444 493 43,937

計 522 66,272 20,087 17,386 24 103,769 13,847 117,616

長   等 2 14,099 （3.35)　 5,016 0 19,115 3,644 22,759

議   員 12 34,332 (3.35)　10,543 0 44,875 10,845 55,720
その他
特別職 469 40,673 5,988 (3.35)   2,114 24 48,799 488 49,287

計 483 75,005 20,087 17,673 24 112,789 14,977 127,766

長   等 0 0 0 △ 75 0 △ 75 4 △ 71

議   員 0 △ 3,433 0 △ 157 0 △ 3,590 △ 1,139 △ 4,729
その他
特別職 39 △ 5,300 0 △ 55 0 △ 5,355 5 △ 5,350

計 39 △ 8,733 0 △ 287 0 △ 9,020 △ 1,130 △ 10,150

給    与    費    明    細    書
１　特　別　職

（単位：千円）

比  較

前年度

本年度

合   計 備   考

報   酬 給  料

共済費

計
区      分 職員数

給　　　与　　　費

-1-



報    酬 給    料 職員手当 計

本  年  度 264 235,476 452,369 288,146 975,991 179,524 1,155,515

前  年  度 274 234,385 456,422 287,754 978,561 185,512 1,164,073

比      較 △ 10 1,091 △ 4,053 392 △ 2,570 △ 5,988 △ 8,558

本年度 21,234 10,373 3,132 2,304 27,527 140,773 80,582 608 1,613 288,146
前年度 21,612 10,362 3,123 2,544 28,108 141,979 77,805 608 1,613 287,754
比　較 △ 378 11 9 △ 240 △ 581 △ 1,206 2,777 0 0 392

ア　会計年度任用職員以外の職員                                             　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

報    酬 給    料 職員手当 計

本  年  度 126 452,369 242,840 695,209 142,366 837,575
前  年  度 128 456,422 242,223 698,645 143,076 841,721
比      較 △ 2 △ 4,053 617 △ 3,436 △ 710 △ 4,146

本年度 21,234 10,373 3,132 2,304 27,527 95,467 80,582 608 1,613 242,840
前年度 21,612 10,362 3,123 2,544 28,108 96,448 77,805 608 1,613 242,223
比　較 △ 378 11 9 △ 240 △ 581 △ 981 2,777 0 0 617

宿日直
手　当

特  殊
勤　務
手　当

計

職 員 数
給        与        費

共済費 合  計 備   考

通  勤
手　当

管理職
手　当

時間外
手　当

期  末
手　当

職員手当の内訳 

扶  養
手　当

住  居
手　当

勤  勉
手　当

（単位：千円）

時間外
手　当

期  末
手　当

勤  勉
手　当

宿日直
手　当

区    分

特  殊
勤　務
手　当

計

職員手当の内訳 

扶  養
手　当

住  居
手　当

通  勤
手　当

管理職
手　当

２　一  般  職
（１）総 括                                                 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区    分 職 員 数
給        与        費

共済費 合  計 備   考
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イ　会計年度任用職員                                         　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

報    酬 給    料 職員手当 計

本  年  度 138 235,476 45,306 280,782 37,158 317,940 3,848
前  年  度 146 234,385 45,531 279,916 42,436 322,352 3,649

比      較 △ 8 1,091 0 △ 225 866 △ 5,278 △ 4,412 199

本年度 232,387 3,089 235,476
前年度 231,380 3,005 234,385
比　較 1,007 84 1,091

区    分
増減額
（千円）

1,880

△ 5,933

1,796

△ 1,179

その他の増減分
退職者数及び採用者数の変動，その他調整等に
よる減

職員手当 617

制度改正に伴う増減分
給料表改定及び勤勉手当支給率の増に伴う期末
勤勉手当の増等

その他の増減分
課長級職員の減に伴う管理職手当の減，その他
調整等による減等

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増減事由別内訳
（千円）

説             明 備     考

給料 △ 4,053

制度改正に伴う増減分 給料表改定等に伴う増

報酬の内訳 

給料相当
報酬

時間外手当
相当報酬

計

（単位：千円）

区    分 職 員 数
給        与        費

共済費 合  計
備   考

(通勤手当相当
費用弁償)
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行　政　職 　 区    分 行　政　職

299,186 中 学 卒

343,360 高 校 卒 1-5　 154,600

44歳3月 大 学 卒 1-25　185,200

297,150

341,401

43歳3月
 

級 職員数（人） 構成比（％）

６級 3 2.4

５級 13 10.3

４級 23 18.3

３級 38 30.1

２級 21 16.7

１級 28 22.2

計 126 100.0

６級 3 0.7

５級 11 8.6

４級 21 16.0

３級 42 31.0

２級 15 11.7

１級 36 32.0

計 128 100.0

区　　分 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

課長補佐 係長・主査課長等

（等級別の標準的な職務内容）

行　政　職

（３）給料及び職員手当の状況

区                分

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢  　（歳）

イ　初任給

行　政　職

平均給料月額（円）

ア　職員１人当たり給与 

平均給与月額（円）

平均年齢  　（歳）

主査・主事 主事

令和５年４月１日現在

令和４年４月１日現在

区     分

令和５年４月１日現在

令和４年４月１日現在

ウ　級別職員数

課長等

６級
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126

98

２号給  (人) 0

３号給  (人) 2

４号給  (人) 96

77.8

128

124

２号給  (人) 18

３号給  (人) 7

４号給  (人) 99

96.9

６月(月分) 12月(月分）

本 年 度 2.2 2.2 4.4

前 年 度 2.15 2.15 4.3

国の制度 2.2 2.2 4.4

昇給に係る職員数　(Ｂ)(人)

号級数別内訳

比率  （Ｂ）／（Ａ）（％）

職  員  数  　　　(Ａ)(人)

昇給に係る職員数　 (Ｂ)(人)

比率  （Ｂ）／（Ａ） （％）

号級数別内訳

備 　　　考

77.8

128

124

18

7

99

96.9

0

2

96

代  表  的  な  職  種

一  般  行  政  職

126

98

エ　昇給

オ　期末手当・勤勉手当　　　　　　

支給率計
（月数）

区    分

区 　　　　  分

本
年
度

前
年
度

支  給  期  別  支  給  率

合    計

職　員　数 　　　 (Ａ)(人)
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35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

その他の加算
措置等

備    考

47.709000 47.709000 制度なし

47.709000 47.709000 制度なし

キ　特殊勤務手当

134386*12/452
369000

134386*12/537
02000

1/126 　

 
ク　その他の手当

区          分 国の制度との異同

扶  養  手  当 同

住  居  手  当 同

通  勤  手  当 同

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

差異の内容

25年勤続の者
（月分）

33.270750

33.270750

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率  （％）
（令和５年４月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

全職種
代表的な職種
教　育　職

0.4%

7.1%

20年勤続の者
（月分）

26.365500

24.586875

教育委員会に勤務する学校教育指導主事

区    分

支給率等

国の制度
（支給率等）

0.8%

3.0%

区               分
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（単位：千円）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

大家畜経営維持緊急資金（22年分） 借入金47,600千円に対する 平成24年度から 213 令和 5年度から 111 111

年0.05％の利子 令和 4年度まで 令和17年度まで

大家畜経営維持緊急資金（15年分） 借入金19,000千円に対する 平成15年度から 60 令和 5年度 12 12

年0.03%の利子 令和 4年度まで

農業経営基盤強化利子助成事業 平成１９年度から平成２３ 平成19年度から 0 令和 5年度から 限度額に同じ 限度額の1/2 限度額

年度までに貸し付ける農業 令和 4年度まで 令和15年度まで

経営基盤強化資金に対する

借受者が支払う利子額

和泊町新庁舎建設事業 1,722,183 平成29年度から 1,390,333 令和 5年度から 331,850 331,850

令和 4年度まで 令和15年度まで

住民基本台帳ネットワークシステム 1,494 令和元年度から 1,072 令和 5年度から 422 422

機器賃借料 令和 4年度まで 令和 6年度まで

住民基本台帳ネットワークシステム 555 令和元年度から 358 令和 5年度から 197 197

機器保守業務委託 令和 4年度まで 令和 6年度まで

本人確認書類裏書印字システム 1,373 令和元年度から 849 令和 5年度から 524 524

プリンター賃借料 令和 4年度まで 令和 6年度まで

タラソおきのえらぶ指定管理 205,500 平成27年度から 163,500 令和 5年度から 42,000 42,000

委託料 令和 4年度まで 令和 6年度まで

避難行動支援システム賃貸料 4,331 令和 2年度から 1,804 令和 5年度から 2,527 2,527

令和 4年度まで 令和 7年度まで

新有線テレビネットワーク自主放送 261,232 平成26年度から 211,385 令和 5年度 49,847 49,847

番組制作業務委託料 令和 4年度まで

和泊町地域情報基盤設備保守 114,380 令和元年度から 34,947 令和 5年度から 79,433 79,433

(伝送路保守管理） 令和 4年度まで 令和10年度まで

農業委員会カラープリンター 337 令和元年度から 253 令和 5年度から 84 84

賃借料 令和 4年度まで 令和 6年度まで

土地改良施設維持管理適正化事業 11,935 令和 3年度から 2,512 令和 5年度から 9,423 9,423

（ため池） 令和 4年度まで 令和 9年度まで

県営事業負担金（担い手育成型） 36,500 令和 2年度から 14,850 令和 5年度から 21,650 21,650

令和 4年度まで 令和 7年度まで

県営事業負担金（担い手支援型） 458,390 平成28年度から 305,384 令和 5年度から 153,006 153,006

令和 4年度まで 令和10年度まで

国営沖永良部土地改良事業負担金 498,088 平成29年度から 0 令和 5年度から 498,088 498,088

令和 4年度まで 令和 7年度まで

農村地域防災減災事業（ため池） 61,160 令和 2年度から 15,000 令和 5年度から 46,160 46,160

令和 4年度まで 令和 9年度まで

水利施設整備事業（基幹水利施設） 32,674 平成30年度から 27,949 令和 5年度 4,725 4,725

令和 4年度まで

特定財源
一般財源

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は、支出額見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降 左の財源内訳

支出（見込）額 の支出予定額
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（単位：千円）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

特定財源
一般財源

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は、支出額見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降 左の財源内訳

支出（見込）額 の支出予定額

企画課花壇用土地借上料 120 令和 3年度から 48 令和 5年度から 72 72

令和 4年度まで 令和 7年度まで

新型コロナウイルス感染症対策 54,000 令和 3年度から 450 令和 5年度から 53,550 32,130 21,420

利子補給事業補助金 令和 4年度まで 令和 7年度まで

風力発電施設総合損害保険料 4,225 令和 3年度から 848 令和 5年度から 3,377 3,377

令和 4年度まで 令和 7年度まで

空き家活用住宅賃借料（平成25年度） 3,600 平成25年度から 2,160 令和 5年度から 1,440 1,440

令和 4年度まで 令和10年度まで

空き家活用住宅賃借料（平成26年度） 2,400 平成26年度から 1,920 令和 5年度から 480 480

令和 4年度まで 令和 6年度まで

空き家活用住宅賃借料（平成27年度） 2,500 平成27年度から 1,780 令和 5年度から 720 720

令和 4年度まで 令和 7年度まで

空き家活用住宅賃借料（平成28年度） 1,200 平成29年度から 720 令和 5年度から 480 480

令和 4年度まで 令和 8年度まで

小中学校教師用校務用パソコン・ 14,127 平成30年度から 12,479 令和 5年度 1,648 1,648

サーバー賃借料 令和 4年度まで

和泊中学校学習農園用農地賃借料 162 令和 4年度 54 令和 5年度から 108 108

令和 6年度から

2,190,928 1,301,934 32,130 0 132,657 1,137,147合　計



（単位：千円）

前 々 年 度 末 前 年 度 末 当該年度中 当 該 年 度 中    当  該  年  度 末

現    在    高 現在高見込額 起債見込額 元金償還見込額    現 在 高 見 込 額

１公共事業等債 627,265 499,700 119,197 380,503

２公営住宅建設事業債 1,361,894 1,281,220 30,800 91,113 1,220,907

３災害復旧事業債 111,840 80,494 22,929 57,565

（1）単独災害復旧事業債 99,821 69,264 19,310 49,954

（2）補助災害復旧事業債 12,019 11,230 3,619 7,611

４教育・福祉施設等整備事業債 797,876 717,600 93,928 623,672

（1）学校教育施設等整備事業債 644,164 582,225 80,151 502,074

（2）一般補助施設整備等事業債 15,400 10,342 378 9,964

（3）施設整備事業債（一般財源化分） 138,312 125,033 13,399 111,634

５一般単独事業債 1,349,088 1,240,859 55,100 103,632 1,192,327

うち地方道路等整備事業債 6,561 4,446 716 3,730

うち地域再生事業債

うち（新）緊急防災・減災事業債 148,060 147,020 43,500 1,041 189,479

うち公共施設等適正管理推進事業債 1,185,847 1,086,265 11,600 99,908 997,957

６辺地対策事業債 441,942 489,700 134,700 72,615 551,785

７過疎対策事業債 2,305,445 2,436,620 224,100 294,625 2,366,095

８財源対策債 31,290 7,486 4,124 3,362

９臨時財政特例債

10減税補塡債 6,519 4,271 1,787 2,484

11臨時税収補塡債

12臨時財政対策債 1,956,414 1,770,835 19,300 180,488 1,609,647

　　　合　　　　　計 8,989,573 8,528,785 464,000 984,438 8,008,347

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及

び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区　　　　　分
当該年度中増減見込額
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